平成２０年８月８日

千葉県健康福祉部障害福祉課

課長　　　安藤　公一　様

千葉県自閉症協会

会長　大屋　滋

第４次千葉県障害者計画に対する要望

時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

日頃は、私ども千葉県自閉症協会に格別のご理解とご配慮を賜り、厚く御礼

申し上げます。

さて、このたび、県におかれましては、第４次障害者計画を策定される運びとなり、当事者をはじめとする多数の関係者が参加する作業部会を重ね、素案を作成中と聞き及びいたします。安藤課長様をはじめとする障害福祉課のスタッフの皆様の熱意に対し、私どもは深く感謝いたします。
そこで、今月以降予定されておりますパブリックコメントやタウンミーティングの機会もございますが、千葉県自閉症協会として現時点における第４次障害者計画に盛り込む事を希望する、自閉症児者に対する支援策を取りまとめました。なにとぞ、計画の策定に際し取り上げて下さりますよう、深くお願い申し上げます。文面は一応、計画書の項目ごとに列挙いたしましたが、雑駁な点や国や県の施策に理解不足の点もあります事、ご容赦賜りたく存じます。
　堂本知事の就任以来、千葉県の障害者福祉は、当事者の立場に寄り添うように大きく変化した事を身をもって感じております。この流れをさらに推し進めるよう、今次の障害者計画が多くの当事者の共感を持って作り上げられることを希望いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　記
（以下、７月末時点の計画目次案に沿った項目で取りまとめております）

Ⅰ　計画の目指すもの

1． 本県における障害者とそれを取り巻く状況
１．自閉症及び発達障害を持つ人が、「障害者」として把握され支援の対象になるよう、「手帳」もしくはそれに準ずる制度の必要性を明記してください。
【解説】

第３次計画では、「自閉症であることに着目して手帳の対象となっているわけではないため、その正確な人数は把握できていない」としながらも、「自閉症児者の大部分が、長期にわたり日常生活や社会生活に相当な制限を受けている」と記されています。高機能自閉症やアスペルガー症候群の人の困難がクローズアップされる中、その支援のためにも「自閉症・発達障害に着目した手帳」が必要です。
Ⅱ　共生社会の実現に向けて
１．基本的考え方
ありのままに・その人らしく、地域で暮らすことができる、ということがあるべき姿ですが、自閉症の人がパニックを起こしていたり行動障害に苦しんでいる姿は、「ありのまま」「その人らしい」姿ではありません。どんな障害でも、２次障害・３次障害は、その人の持つ障害そのものではないのです。そしてこのことが本人を苦しめ、社会との共生を拒む要因となるのであれば、社会全体が２次障害・３次障害を防ぐ手立てをとらなくてはならないのです。私たちが自閉症の特性に応じた支援をもとめるのは、そのためです。
２．地域生活を支える相談・支援体制の構築
１．専門的広域的相談支援のみならず、「地域サポート研修事業」等を活用し、地域の相談支援事業者や自治体相談窓口の自閉症理解を促進して、地域における相談体制を充実させてください。それによって「自閉症ゆえに発生してしまう」人間関係や地域でのトラブルについて、迅速に解決できる体制を整えてください。
【解説】成壮年に達した自閉症・発達障害者は幼児・学童期に適切な療育指導を受けてこなかったこともあって、大なり小なり障害に基づく行動問題を抱えています。また、成壮年期に、再び問題行動を発症する人もあり、対応に困っている家庭が多くあります。

【関連する要望】

1． 幼児期・学齢期における相談支援が中心である地域の発達障害支援センタ

ーにおいても、成壮年の自閉症者に対する相談支援に対応できる体制を充実するよう指導してください。

イ．地域の自立支援協議会や他の相談支援事業者との連携体制を強化して、多数の機関が自閉症者の相談に適切に対応できる体制を作ってください。
３．生活支援と一体となった権利擁護の推進

１．成年後見制度を利用しやすくするための施策を行ってください。

【解説】成年後見は、契約、行政手続き、預金出し入れ等の日常生活上においてもその必要性が求められつつあります。親が後見人になりたいという希望がありますが、手続きの煩雑性、多額の費用（特に鑑定書）がかかる等の問題が指摘されます。

【関連する要望】

ア.　親が後見人となる場合は、簡易な手続きと低費用で行えるよう、国に働きかけて下さい。

イ.　法人後見と市民後見が連携して、財産管理と身上監護が一体的に実施され

る仕組みが普及できるよう、県の施策を検討して下さい。
４．障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例に基づく施策の展開

１．自閉症者の権利擁護のため、「障害のある人も無い人もともに暮らしやすい千葉県づくり条例」のより一層の周知と、地域相談員と地域の自閉症や発達障害を持つ人を結びつける広報活動を行ってください。

５．障害者理解の促進

(1) 県民への啓発・広報活動の推進

(2)公的機関専門機関に対する啓発活動の推進

(3) 福祉教育等の推進
　６．障害者・住民が主役となった取組みの推進
１．障害者団体の活動支援を行って下さい。
【解説】

県からの活動支援補助金があるが、少額です。市町村においては補助はほとんどなく、多くの場合、個人の自宅を事務所とし、その事務仕事は個人のボランティアによって支えられているのが現状です。

【関連する要望】

ア.県、市町村が所有する空き施設を、障害者団体の事務所として無償、もしき

は極力安価に提供してください。

イ．「障害者団体事務センター」を設置し、障害者団体が安価で利用できるようにしてください。

ウ.「ピアサポーター養成研修」等を活用して、自閉症協会等の当事者団体の勉強会を支援してください。

Ⅲ　障害児施策の展開

　
１．基本的な考え方
自閉症および発達障害を持つ子どもが、将来、社会の一員として能力を発揮し尊厳のある人生を送るためには、早期からの対応と適切な教育が絶対必要です。今回の第４次計画において、第３次計画では言及されることが少なかった早期からの障害児支援について、検討がなされていることを評価いたします。これにつきましては医療と児童福祉の側に大きく踏み込んで、理解と協力を実行を求めていくよう、発達障害児者支援の連絡調整機能を強化して、障害者福祉の側から強く働きかけていくことが必要です。喫緊の課題として、小児医療の問題と関る「地域によっては療育・リハビリテーションの場がない」ことです。次世代に禍根を残す重大な問題と位置づけて、県の決断を望みます。
また、自閉症や発達障害を持つ子どもが「問題行動」を理由に、子育て支援の場から排除されることが絶対あってはなりません。子育て支援が、保護者の「子育ての困難を軽減する」ためなら、真っ先に障害児が対象とされるべきです。保護者ことに母親の心情に寄り添った、理解と支援を望みます。
教育については、第３次計画のノーマライゼイションの実現を計りながら一人ひとりのニーズに対応する、という姿勢を堅持しつつ、その一人ひとりのニーズという意味で、自閉症に特化した教育の必要性があります。たとえば

「イギリスの地域の普通の小学校では、自閉症をもつ子どもに対しては最初に徹底的な個別対応を行い、徐々に集団に入り最終的に完全に地域社会に入っていくことができるような教育を実現している。日本ではしばしば逆のパターンが見受けられる。」英国ノーザンプトン県自閉症支援チーム主任デビット・プリース氏～平成１４年社団法人日本自閉症協会千葉県支部（当時））講演会より

自閉症に対する個別の支援のない教育は「みんなと同じでなければならない」

という意識に引きずられ、本人の苦しみから目をそらし、重い二次障害に追い込んで成人後の地域生活を不可能にしてしまうことになります。インクルーシブな教育とは一人ひとりの障害への配慮と対応があってこそ可能です。順序を間違えてはなりません。
　２．早期発見・早期療育
１．乳幼児に対する健康診査における発達障害の早期発見のため、１歳半健診、３歳児健診における自閉症スクリーニング項目の導入をしてください。
【解説】

自閉症スクリーニング項目を設定している市町村は少ないと推定されます。

ＣＡＳなどの指導の元に、自閉症スクリーニング項目を作成してください。

２．５歳児健診が全県下で実施されるよう、県内自治体へ指導を行い、かつ必要な支援を行ってください。

【解説】

５歳児健診は多くの自治体では行っていません。さらに状況の悪いことに特定健康診査の実施のため、現状の母子保健でさえ軽視される傾向があります。発達障害の早期発見により、適切な対応による二次的不適応の予防及び、就学に向けた一貫した支援を行う必要があります。５歳児健診が全県下で実施されるよう、県内自治体へ指導を行い、かつ必要な支援を行うとともに、健診後の事後指導が、適切に行われるようなシステムも整備する必要があります。自治体の「発達支援センター」の整備など、継続的な相談支援を保障しなければなりません。
３．県内市町村で、自閉症児の早期療育にかかわる事業を広汎に実施するよう指導を行い、かつ必要な支援を行ってください。（実施する際は地域の自閉症協会と連携するよう留意してください。）
【解説】
　自閉症児者が自立し家庭、学校、地域社会で円満に生活していくため、早期からの社会適応を図っていかなければなりません。まず「本人に対する指導」「自閉症に対応できる環境づくり」「保護者の取り組み」の糸口づくりが必要と思います。しかしながら、事業実施に必要な専門家が、地域において非常に不足しているように感じます。「人材の確保」が急務だと思います。CASに対するより一層の支援の上積みをお願いいたします。
【関連する要望】
ア．市町村の保健センターや教育委員会が主体となって、自閉症及び発達障害　　　

を持つ幼児・児童・生徒に対するソーシャルスキルトレーニングを実施する
よう、市町村への指導と支援を行ってください。
イ．「発達障害者支援センター事業」や「地域サポート研修事業」を活用して、
保護者・教員・保育士・福祉関係者に対するティーチプログラム研修を行っ
てください。
ウ．市町村の保健センターや子育て支援センターが主体となって、保護者に対
するペアレントトレーニングを実施するよう、市町村への指導と支援を行ってください。

４．療育相談事業を強化し、自閉症児に対する個別支援のマネジメント行うことによって、個別支援計画に基づく行政、教育、医療、福祉の連携が一元的に運用できような体制が構築できるよう、相談事業者に対する支援と市町村への指導を行ってください。

３．保育・子育て支援

１．自治体総合計画・次世代育成計画において、自閉症及び発達障害をもつ子どもの支援を明記するよう指導してください。
【解説】

地域で生きている子ども」であるはずなのに、行政においては、自閉症及び発達障害をもつ子どもとその家族の支援は、「子育て支援担当課」の業務とされずに「障害者福祉担当課」の業務とされる傾向が見られます。障害に対する専門性や障害福祉サービスとの連携の上ではやむを得ない場合がありますが、「障害」という概念にとらわれ、「一般の子どもと違う、通常の子育て支援の範囲外」という接し方をされ、その結果、自治体における一般的な子育て支援サービスを利用すると、配慮の欠けた、理不尽な思いをする事があります。（条例の差別と思われる事例の中で「保育」「学童保育」関することが15件あります）。「子育て支援」の事業の対象は「全ての子どもが育つための支援」であるという、基本的な精神を担当者に持っていただきたいと感じます。
少子高齢化の中、「子育て支援」を重点事業に掲げる自治体は多いのですが、「子育て支援」は、その地域に生きる子どもすべてに包括的に行われるべきです。「障害を持った子ども」「気がかりな子ども」に対して十分な支援が行われていることが、子育てに取り組む保護者の安心感につながります。「子育てのリスク」に対する手厚い支援こそ、子育て支援の最重要な役割とおもいます。　
【関連する要望】
ア．自治体子育て支援担当課が、自閉症及び発達障害に対し十分な理解と認識　　　　　　

のもと、関係各課及び地域資源と連携し、自閉症及び発達障害のある子ども
を持つ家庭を、主体性を持って支援を行うよう指導してください。
イ．自閉症及び発達障害をもつ子どもが、適切な支援のもとに保育園に通園で　

きるよう指導してください。
ウ．自閉症及び発達障害をもつ子どもが、適切な支援のもと学童保育や放課後　

クラブを利用でるようできるよう指導してください。
エ．地域子育て支援センターにおいて、自閉症及び発達障害をもつ子どもに対　

する適切な相談・支援が保障されるよう指導してください。
オ．日中一時支援事業のみならず、市町村の各種の子育て支援施策を活用し、　

家族へのレスパイト支援を行うよう指導してください。

４．教育
１．特別支援教育の内容に関する（仮称）適正化委員会設置を設置してください。

【解説】

教育内容に関する、保護者の不満は非常に大きい場合がありますが、これを円満に解決する仕組みが存在しません。また、保護者からの建設的な意見すらも苦情として捉えている懸念があります。一部の自治体には、保護者からの苦情処理に関する仕組みが存在すると聞きます。また、特別支援連絡協議会の巡回相談において、保護者からの要請に対し積極的に対応する、と言う方針の自治体がありません。

２．自閉症の教育課程を充実させてください。早急に自閉症に特化した教育課程が制度として確立し、自閉症学級が設置できるよう、県として取り組んでください。
【解説】

自閉症の教育課程については、特別支援学校内においても、教員の理解が極めて不十分な場合があります。具体的な取り組みは総合教育センターなどで検討されているようですので、早急に自閉症の教育課程の作成、周知を行ってください。

３．県の管轄する特別支援学校において、そのセンター的機能により、地域の学校へ「自閉症に対応した教育」の普及に努めてください。そのための専任である「自閉症及び発達障害」対応の地域支援コーディネーターを設置してください。
４．県立高校に在籍する高機能自閉症・アスペルガー症候群の生徒に対する特別支援教育の適用が普遍化するよう、県として取り組みを継続してください。

５．特別支援学校の分校化・分教室化の推進を継続してください。
【解説】私どもがかねてより要望を続けていた、特別支援学校の分校化・分教室が推進されつつあることに感謝いたします。特別支援学校における過度の過密や長時間通学は、児童生徒の教育を受ける権利に関る解決すべき問題である上に、小子化に伴う学校建築物の有効活用と、なにより最寄の地域で特別な教育を受ける機会の確保という点で、分校化・分教室化は成果があると思います。
６．特別支援学校において、自閉症の児童生徒が学習しやすい環境をつくるために、教室の構造化や冷房の設置を進めてください。
Ⅳ　障害者施策の展開

　
１．健康と生活支援

(1) 基本的考え方

第３次計画からの、支援を必要とする人をひろく「障害者」と捉える県の姿勢には賛同します。自閉症および発達障害を持つ人は、困難を抱え、支援が必要です。しかし、国のみならず市町村の「障害者福祉」は、いわゆる３障害の「自立支援法に基づく障害福祉サービスの対象者」が「障害者」であるという固定観念が根強くあるように感じます。具体的に申し上げれば、自閉症・発達障害の人は「社会と折り合いをつけることが困難なので生活しづらい」という部分があります。これは従来の障害者福祉の「動作的・機能的なものが出来ないから支援する」という判定方法では、生活支援の対象になりません。やはり「制度の谷間」です。発達障害という概念が普及し、その特有の困難に対する支援が行われるよう望みます。また、強度行動障害による「生活の困難」は著しく、自立支援法に定められた以上の多大な支援を必要とします。より一層の支援の嵩上げを求めるとともに、強度行動障害に至る要因を減衰させる支援方法の研究と実践を望みます。
そのような意味で、第３次計画で述べられた「グループホームをはじめとする住まいの場」や「日中活動の場」についての施策が第４次計画で継続されるのであれば、自閉症者のニーズに充分対応できる支援が行われるよう望みます。
(2) 地域生活支援の充実

　①「住まい」の充実
１．重度の自閉症者の入居可能なグループホーム・ケアホームを整備してください。

【解説】

重度自閉症者はその障害特性からグループホームでの生活が難しいのではと思われます。県事業の｢障害者グループホーム等の設置促進や運営を支援する事業｣や｢地域生活を支えるための入所施設の機能を強化する事業｣「重度重複ケアホーム運営費補助事業」を活用し、自閉症協会関係者の意見を取り入れて、行動障害を持つ重度の自閉症の人でも安心して利用できるグループホームが設置・運営されるようにしてください。
【関連する要望】

ア．グループホーム・ケアホームでの生活が困難と考えられ、今まで利用できなかった重度の自閉症者が、新たにグループホーム・ケアホームを利用できるよう、自閉症の特性を知りその対応に慣れた支援者による支援体制が行えるような、新たなシステム作りを検討して下さい。その検討作業には千葉県自閉症協会を参加させてください。

イ．自閉症者の自律生活を指導・支援するグループホーム支援ワーカーを養成し、常時、自閉症者が利用しているGH・CHへのバックアップを行う体制をとってください。

ウ．グループホーム等建設事業を利用して、住居の構造化を推進してください。

「重度重複ケアホーム運営費補助」のように、行動障害を持つ人が利用するグループホーム・ケアホームの運営費補助を行ってください。
　②「日中活動の場」の充実
１.「小規模作業所や地域活動センターの運営等を支援する事業」における「地域活動支援センターにおける発達障害者の利用支援」を実現するために、自閉症の障害特性を踏まえた支援を行うのに必要な、発達障害者支援センターの相談支援拠点を県内各地に設けてください。

２.「地域活動支援センター等支援事業」の重度障害加算を活用して、行動障害を持つ自閉症者の利用を促進してください。

　③在宅支援・家族支援の充実
１．行動援護・重度障害者等包括支援の対象となる行動障害を持つ自閉症児者に対して、自閉症の特性に応じた支援を行うプログラムを研究するとともに、事業者と人材の確保のため、必要な財政的支援を行ってください。
２．自閉症児者を抱える家族が、必要な時にショートステイに対応できるよう、ショートステイ事業者を確保してください。

【解説】

行動障害を持つ自閉症児者を家族が支えきれなくなり、入所施設利用までのつなぎとしてショートステイ事業を利用する場合があります。このような例の中には、今まで福祉サービスを利用せず（できず）、家族で支えていた高機能自閉症やアスペルガー症候群の人が、切羽詰った状態で支援を要請してくることがあります。そうでなくても行動障害を持ちながら「常時家族で対応している」自閉症児者は、本来の目的の緊急やレスパイトのニーズが高いといえます。いずれにせよ、自閉症児者の家族は家庭における介護の負担が大きく、家族支援の必要性があります。
(3) 施設サービスのあり方

　①地域生活支援における入所施設の役割

１．「地域生活を支えるための入所施設の機能を強化する事業」を活用して、行動障害や、高齢化で地域生活が困難になった場合の入所系施設のバックアップを保障してください。

２．施設入所支援を必要とする自閉症者が、出来るだけ待機がなくサービスを受けられるよう、入所施設の定員規模を適正に維持してください。
【解説】
第３次計画では、入所施設依存の障害者福祉を見直す姿勢が記されましたが、入所施設に替わる「生活の場」の受け皿が量・質とも整っていません。現実には、強度行動障害などにより地域生活が困難な重度の自閉症者にとって、施設入所に対するニーズは存在し続けており、国の施設定員の削減方針もあって、ショートステイへの依存や待機という不安な状況で生活を送っております。現在の利用者の利用継続と、将来利用を希望する人の受入が可能な定員水準を維持できるだけの入所施設の整備をお願いいたします。
②施設基盤の整備の方向性と方策
１．入所施設において、自閉症者に対する適切な支援が行われるよう指導を行うとともに、自閉症者が安心して利用できる支援体制を維持可能な人員配置や、施設の構造化を進められるよう、施設への支援を行ってください。
２．入所施設において、自閉症者に対する専門的支援体制づくりの研究と実践を推進するため必要な支援措置を行うとともに、その成果を、地域の自閉症支援に生かすため、入所施設と地域の自閉症協会等自閉症児者の支援組織や、学校・日中活動支援組織との連携体制を構築してください。
【解説】

　③介護保険サービス等との連携
１.「ブレーメン共生型サービス特区」を活用し、市町村の地域包括支援センターの職員（保健師・社会福祉士・ケアマネージャー）が、自閉症者の支援も行えるよう手立てを検討してください。

【解説】「地域包括支援センター」という名称でありながら、高齢者限定というのは矛盾している、という声を聞きます。介護保険と自立支援法という体系の壁を越えて、ブレーメンの理念である「各種制度の相互乗り入れと弾力化」を進めてください。

 (4) 障害者の健康・医療

　①地域リハビリテーションシステム構築等
１.発達障害に関わる医師の育成（医師向けの講習会の開催）を行ってください。

【解説】

発達障害に興味を持つ若い医師は一定数存在しておりますがが、実際に充分な知識を持つ医師は少ないと推定されます。現在、年に１回程度、千葉県医師会との共催で講演会が開催されています。若い医師向けの自閉症に関する講習会（連続セミナー）を開催してはいかがでしょうか。

２．県内自治体で、自閉症児の早期療育にかかわる事業を広汎に実施するよう指導を行い、かつ必要な支援を行ってください。（実施する際は地域の自閉症協会と連携するよう留意してください。）
【解説】
　自閉症児者が自立し家庭、学校、地域社会で円満に生活していくため、早期からの社会適応を図っていかなければなりません。まず「本人に対する指導」「自閉症に対応できる環境づくり」「保護者の取り組み」の糸口づくりが必要と思います。しかしながら、事業実施に必要な専門家が、地域において非常に不足しているように感じます。「人材の確保」が急務だと思います。CASに対するより一層の支援の上積みをお願いいたします。
【関連する要望】
ア．自治体の保健センターや教育委員会が主体となって、自閉症及び発達障害　

を持つ幼児・児童・生徒に対するソーシャルスキルトレーニングを行ってく
ださい
イ．「発達障害者支援センター事業」や「地域サポート研修事業」を活用して、　

保護者・教員・保育士・福祉関係者に対するティーチプログラム研修を行っ
てください。
ウ．自治体の保健センターや子育て支援センターが主体となって、保護者に対
するペアレントトレーニングを行ってください。

３．療育相談事業を強化し、自閉症児に対する個別支援のマネジメント行うことによって、個別支援計画に基づく行政、教育、医療、福祉の連携が一元的に運用できようなシステムを構築してください。
４．地域リハビリテーション体制の構築に当たっては、自閉症および発達障害の子どもの療育に必要な、言語・心理療法や、自閉症に特化した療育を行えるよう「地域リハビリテーション支援センター」を整備してください。
　②精神保健福祉の充実
１.市町村から地域の医師会、基幹病院の小児科、精神科への協力依頼を行ってください。
【解説】

自閉症・発達障害は精神保健福祉による対応が重要です。とくに高機能自閉症・アスペルガー症候群は、早期相談・受診により社会的不適応を防ぐ必要があります。しかしながら、高機能自閉症・アスペルガー症候群に適切な診断を下せる医師は絶対的に不足しております。このような状況に私ども自閉症協会は大変不安を抱いております。現在の医療問題の対応策である医師の養成・確保と関連して、取り組む必要があります。
　

２.地域の医師会、基幹病院の小児科、精神科の発達障害者支援体制整備検討委員会への参加を促進してください。　

３.成壮年期から高齢に至る自閉症者の健康維持と医療支援のため、早期からの継続した支援（例えばカルテの共有化システムなど）が医療機関（特に精神科を中心として）で行われる態勢を整備して下さい。

【解説】

成壮年期から高齢に至る自閉症者の健康維持と医療支援は、特に精神科医療での配慮が必要です。
４.地域サポーター・ピアサポーターの支援対象として、積極的に自閉症者への関与を行ってください。
　③障害者に対する適切な医療提供

１.自閉症児者の医療機関受診支援を行ってください。

【解説】

医療機関受診に関して、診療拒否を含めて、様々な困難が生じています。障害者人間ドックモデル事業や、受診サポート手帳の事業が行われていますが、効果は限定的な段階です。受診サポート手帳の取り組みの第２段が必要です。また医療機関への啓発のみならず、当事者本人、保護者への強力な啓発を行う必要があります。

【関連する要望】

ア．自閉症者をはじめとする障害者が、特定健康診査等各種検診を円滑に受診し、その結果を受けて本人の疾病の予防と治療が行うことができるよう、支援策を検討してください。具体的には「発達障害のある人の診療ハンドブック」（大屋他）などの研究を参考とし、医療関係者に対するセミナーで「自閉症児者に対する配慮」を、実践的に学べる機会を多数作るとともに、自閉症児者の受診において、人的な支援が確保できるよう、障害福祉サービスや様々な支援資源を利用できる体制を作ってください。医療機関受診の際の家族や施設職員の過重な負担をなくすことが、障害者本人の健康維持に欠かせない要因です。　
２.障害者サポート手帳（受診サポート手帳の進化）を発行してください。

【解説】

自閉症協会として、以前より「発達障害者手帳」の創設を要望しておりますが、明確な手帳制度を開始するには様々な困難が存在し、相当な期間を要する可能性が高いと想像されます。早急な対応として受診サポート手帳の改良で対処してください。

【関連する要望】

ア．受診サポート手帳を進化させ、障害者サポート手帳という形式で、表紙に障害名（自閉症など）を記載できるようにしてください。

イ．医療機関のみならず、役所などの公的機関、交通機関、商業施設等に対して、手帳所持者に適切な配慮を行うことを、努力目標として周知するようにしてください。

３.地域の既存の医療機関への発達障害医療への協力を促進してください。

【解説】

自閉症を診断、治療、支援する医療機関、医師は非常に少ないのが現状です。しかしながら、発達障害という概念が社会に認知されるとともに、相談などをへて診断を必要とするケースが大変増加しております。

　（障害者と性・もしくは友人との交流）
１.自閉症児者のコミュニティフレンド制度を創設してください

【解説】

自閉症児者には、友達がいない、もしくは少ないのが現状です。現在血清研究所補助事業として、ＰＡＣ－ガーディアンズがコミュニティフレンド事業を試行していますが、内容としては、障害児者と特定のボランティアが、年間契約を結んで、定期的に余暇活動を行うシステムを構築することです。県、市町村は、ボランティアの募集や啓発、保険などについての支援を行ってください。
２．幼児期から家庭・療育機関・学校・福祉事業者などで、継続したソーシャルスキルトレーニングを行うなど、公序良俗や他者の尊重など社会常識や人間関係のあり方を学ぶシステムの必要性を認識し、実施できるよう検討してください。
【解説】

第３次計画にも指摘されているように、自閉症児者においての性に関するトラブルは看過できないものがあります。しかし、いくら「分かりやすく」といっても「知識としての性教育」の獲得だけでは、様々なトラブルを避けうることは困難なような気がします。「社会性の獲得」という教育が尊厳ある人生に必要であり、性の問題はその一部であると思います。
(5) 障害特性に応じた個別施策

（①発達障害・自閉症）
　第３次計画において以下のような個別施策が記されましたが、第４次計画におきましても、さらなる継続した取り組みを要望いたします。

・　千葉県発達障害者支援センターの充実

千葉県におかれましては、CASに対する多大な支援を賜り、誠にありがとうございます。スタッフの増員や東葛ブランチの開設等体制の充実が図られており、自閉症児者に対する広域的専門的な相談機関として、多大なニーズに対応しております。しかしながら、私ども自閉症協会として本要望書各項目にもありますように、各分野の自閉症児者支援の指導に、CASが中心的役割を果たすこと望んでおります。また、「発達障害者支援体制整備検討委員会」のような、現在の制度として対応が困難な発達障害者に対する相談支援システムの構築の要としての役割、さらに県内各市町村からの、障害者福祉や母子保健、教育等においての自閉症・発達障害者支援の指導依頼など、CASに対するニーズはさらに増大しております。引き続き、より一層の支援をお願いいたします。

・　袖ヶ浦福祉センターでの強度行動障害支援の実施
袖ヶ浦福祉センターにおける強度行動障害支援の実施は、私ども自閉症協会会員に「強度行動障害のセーフティネット」としての安心感をもたらしております。現在対応しているケースは１６名と聞きましたが、さらに多くのニーズが存在しておりますので、さらなる継続と充実を要望いたします。ここで重要なのは、本人にあった適切な支援方法の確立により、強度行動障害を軽減させ地域移行を可能とすること、そして、一般の入所施設に対しても、強度行動障害に対する適切な支援方法の指導を行うことです。今次計画の論点でも取り上げられた「在宅での対応の難しい障害者に対する、入所施設の役割」という意味で、自閉症児者には最もかかわりのあることですので、県からの支援の強化をお願いいたします。
・　自閉症に対する療育手帳の判定基準の検討
障害福祉サービスの判定もそうですが、療育手帳の判定も自閉症の困難を反映しておりません。自閉症・発達障害では「全体的な発達の遅れ」というより「発達の偏り」が見られ、そのことによるアンバランスが本人の困難を加重するのですが、多くの判定の場合、部分的な発達の遅れの少ない部分に対する評価に着目されてしまい、本人の困難とはかけ離れた軽い判定が行なわれてしまうことによって、必要な障害福祉サービスが受けられないという事態になっております。第３次計画で述べられた「適切な判定基準」の早急な実施を望みます。


・　自閉症・発達障害支援システム検討部会の設置
　第３次計画により検討部会が設置されましたが、３年間の期限でありましたので、今次計画におきましても継続した設置を要望いたします。発達障害者支援は、発達障害者支援法で定められた自治体の責務ですが、自立支援法での発達障害に対する障害福祉サービスは「谷間」の状態であり、県および市町村における「発達障害者支援体制整備」は解決すべき課題です。そのためにも関係者によるシステム作りの作業が必要です。

上記４項目とは別に、自閉症・発達障害に対する個別施策を以下要望いたします。

１．県独自で発達障害者手帳を発行してください。

【解説】

現在は、知的、精神、身体の３障害の認定制度のみ存在し、発達障害に着目した制度はありません。千葉県独自で自閉症を認定する制度を作り、手帳を発行し、もしくは、医療費補助などの制度を制定してください。認定は、児童相談所、及び指定した医師が行うようにしてください。

(6) 福祉人材の養成・確保等

２．雇用就業・所得保障

(1) 基本的考え方

(2) 学校からの円滑な就労移行の支援

(3) 一般就労の場の充実・拡大と就労継続への支援

　①障害者就業・生活支援センターの充実

　②就労・就業機会の積極的な確保

　③雇用・就業に関する啓発等

　④優良企業等に対する支援

　⑤障害特性に応じた就労支援
【以下は上記項目に共通した要望です】
１.自閉症者の特性に合わせた就労支援を行ってください。個別の移行計画には、本人の特性に合わせた具体的な支援策を、学校や支援センターから企業に伝えるよう、担当者は留意してください。具体的には「こだわり」「コミュニケーションと対人関係の困難」「環境への過敏」などを、サポートする体制を、職場で実行できるようにする事です。
【解説】

『新雇用戦略』で述べられた「精神・発達障害などの障害特性に応じた支援施策の強化」が、具体的に「自閉症者の特性」対応し、有効な支援が行われるよう、障害者就業・生活センターに自閉症者支援の専門家を配置する必要があります。

２.トライアル雇用の対象者に、発達障害を持つ人が含まれる可能性が高いので、ハローワーク等から雇用する事業所へ対して指導と定着支援を行ってください。

(4) 福祉的就労の充実
１．重い自閉症者の作業習得には「自立課題」が有効です。CAS等自閉症支援の専門家の指導の下、自閉症者の作業プログラムを作成するよう、福祉的就労の現場を指導してください。
(5) 障害者に対する職業能力開発等の充実

　①障害者高等技術専門校の見直し・充実

　②一般の高等技術専門校での障害者の受入
(6)所得保障と生活安定のための支援の充実

１．継続した就労が困難な高機能自閉症及びアスペルガー症候群を持つ人にたいして、生活保護や障害基礎年金の給付認定が円滑に行われるよう、関係窓口に指導を行ってください。
３．余暇

(1) 基本的考え方

(2) 余暇

１．自閉症児者の中には、余暇を楽しむ手段が見つけられない人が多いと思われます。日中活動支援の場やコミュニティフレンドとの交流の中から、本人にあった余暇の過ごし方が発見できるよう、様々なバージョンを開発するような研究を専門機関に委託してください。
４．生活環境

(1) 基本的考え方

(2) 住宅、建築物のバリアフリー化

(3) 公共交通機関のバリアフリー化等

(4) 安全な交通の確保

(5) 防災対策の推進

(6) 防犯対策の推進

(7) 消費者保護対策の推進

(8) ユニバーサルなまちづくり
【以下は上記項目に共通した要望です】

１．自閉症児者にとってのバリアフリーは構造化された環境です。このことに留意して、自閉症児者の利用する建築物・交通機関のバリアフリー化を進めてください。防犯対策については、コミュニケーションの困難など自閉症の特性を警察や地域防犯ボランティアに理解してもらう取り組みを進めてください。
５．情報コミュニケーション

(1) 基本的考え方

(2) 「知る権利」「話す権利」の保障

(3) 情報バリアフリー化

(4) 情報提供の充実

　⑤障害特性に配慮した情報提供の促進など
【以下は上記項目に共通した要望です】

１．コミュニケーションボードなど、コミュニケーションの困難な自閉症児者に対する情報伝達手段を、全ての公的機関に備えてください。

Ⅴ　障害者の高齢化への対応に向けて

　１．基本的な考え方

　２．高齢期への移行を支える支援

　　（高齢者福祉との連携）
【再掲】

１．「地域生活を支えるための入所施設の機能を強化する事業」を活用して、行動障害や、高齢化で地域生活が困難になった場合の入所系施設のバックアップを保障してください。
２.成壮年期から高齢に至る自閉症者の健康維持と医療支援のため、早期からの継続した支援（例えばカルテの共有化システムなど）が医療機関（特に精神科を中心として）で行われる態勢を整備して下さい。

【解説】

成壮年期から高齢に至る自閉症者の健康維持と医療支援は、特に精神科医療での配慮が必要です。
３.「ブレーメン共生型サービス特区」を活用し、市町村の地域包括支援センターの職員（保健師・社会福祉士・ケアマネージャー）が、自閉症者の支援も行えるよう手立てを検討してください。

【解説】「地域包括支援センター」という名称でありながら、高齢者限定というのは矛盾している、という声を聞きます。介護保険と自立支援法という体系の壁を越えて、ブレーメンの理念である「各種制度の相互乗り入れと弾力化」を進めてください。
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